
令和7年度事業報告

国内の社会・経済環境は、 インバウンドの増加等により景気に持ち直しの動きが

見られる。 一方、 原材料価格及び人件費の上昇、 国際情勢の不安定化並びにエネル

ギ ー 資源価格の高騰等を背景に、 先行きの不透明感が続いている。 また、 鉄道の利

用については、 社会・経済環境の影響を受けやすく、 今後の利用動向についても不

確実性が見込まれる。

研友社においては、 このような状況の中、 厳しい経営環境の下で業務を遂行して

きた。 公益財団法人鉄道総合技術研究所（以下、 鉄道総研）からの業務委託におい

ては、 研究開発成果の普及を目的として、 鉄道総研発行誌の製作、 販売及び発送並

びに各種技術講座、 月例発表会、 講習会及び技術フォ ー ラムの開催業務等を実施し

た。 定期刊行物の製作においては、 編集方式の見直しや制作工程の内製化を進める

ことにより、 業務の効率化及び制作体制の強化を図った。 技術講座・講演会等の開

催においては、 ウェブ配信及び対面開催を組み合わせた方式により実施し、 円滑な

運営に努めた。 技術フォ ー ラムにおいては、 運営方法の改善や遮熱環境対策を講じ

るとともに、 研究成果の発信力の強化に取り組み、 来場者数の増加につなげた。 ま

た、 研究支援事業では、 図書館及び電子図書館の運営並びに適性検査講習会の開催

業務等を着実に実施した。 さらに、 国からの海外事故調査官向け研修支援業務や、

事業者からの各種鉄道技術調査、 運輸安全マネジメント研修等の委託業務を積極的

に実施した。

公益目的支出計画に基づく事業では「世界の鉄道及び鉄道技術の調査・収集・公

開事業：継1」、「鉄道技術等に関する調査研究の助成事業：継2」 を着実に推進し

た。

労働者派遣事業では、 継続して実施していた海外高速鉄道プロジェクトに係る研

修の事務業務を完了した。

技術支援の事業としては 、 これら委託業務の着実な推進に加え 、 翻訳業務を実施

した。 また、 機関誌「研友」の発行及び図書館企画展の実施等により、 情報発信及

びプレゼンスの向上を図った。

運営については、 一般財団法人として法令及び定款を遵守し、 評議員会及び理事

会の円滑な運営をはじめ、 労働安全衛生の整備、 コ ンプライアンス意識の醸成及び

情報管理体制の強化を推進するなど、 経営基盤とガバナンスの強化に取り組んだ。





(3)鉄道構造物等に関する設計標準図書等の販売業務

鉄道総研発行の技術基準関連図書や教育用教材（わかりやすい鉄道技術シリ ー ズ、

事故に学ぶ鉄道技術シリ ー ズ）等について、 注文受付、 販売、 発送等の業務を実施

した。 特に「わかりやすい鉄道技術 鉄道概論・電気編」 改訂版については3, 0 

0 0冊の発注特需もあり、 約5割増となる販売となった。 また、 近年の環境への関

心の高まりを背景に1 0年ぶりに改訂された「鋼構造物塗装設計施工指針[2 0 2 5 

年版］」については、 3 0 0冊を超える販売実績となり、 改訂に伴う需要の高まりを

受けて販売が伸長した。

また、 丸善出版が発行する「鉄道構造物等設計標準・同解説」 シリ ー ズ及び 「鉄

道技術用語辞典」 を継続して販売した。

(4)部外英文誌の編集事業

英文技術情報誌「JRE（日本鉄道技術協会発行）」 について、 英文翻訳、 校閲

及び編集業務を実施した。

(5)部外委員会等の開催

ア 運輸安全マネジメントに関する講習の事業

日本民営鉄道協会から委託を受けた運輸安全マネジメント講習の運営について、

各鉄道事業者へ向けた募集、 手続き、 受講料徴収の事務業務を新たに加えた運営業

務を実施した。運輸安全マネジメント研修は、内部監査員初任者コ ー ス等を計1 7回

（東京：日本民営鉄道協会主催、 大阪：関西鉄道協会主催、 名古屋：中部鉄道協会

主催、 福岡：九州鉄道協会主催、 東京都：東京都交通局主催）開催し、 約37 0名

が受講するなど、 高い受講実績となった。 また、 内部監査員スキルアップコ ー スを

計4回（日本民営鉄道協会主催：東京2回、 大阪1回、 福岡1回）開催し、 約8 0 

名が受講した。

イ 車両に係わる研究委員会等

新規に、「車両に係わる研究委員会」の開催についての事務局業務を担った。令和

7年7月に第1回幹事会・委員会を合同開催し、 令和8年1月及び2月には第2回

幹事会及び委員会を開催した。 委員会の立上げ及び運営を通じて、 新たな事務局支

援分野への展開を図った。



1. 2 鉄道技術の研究開発の支援事業

鉄道技術の研究開発を支援するため実施した事業の概要は、 次のとおりである。

(1)鉄道総研図書館の運営

鉄道総研図書館の運営業務を行った。 蔵書に関しては、 購入図書の選定及び定期

購読雑誌の選定を行った。 これらの選定に当たっては、 利用アンケ ート、 貸出・複

写実績、 論文単位での入手の可能性を分析し、 資料の必要性及び利用効果を精査し

た上で、 限られた予算の中で最適な蔵書構成となるよう選定を行った。 また、 レフ

アレンスサー ビス、 文献の入手 ・照会、 複写サー ビス等への対応並びに外部機関か

らの専門的依頼にも応じるなど、 研究所の情報基盤を支える役割を果たした。

(2)電子図書館の運営

鉄道技術文献デ ー タベ ー スヘの入力として、 鉄道総研発行誌、 鉄道関連雑誌の目

次、研究成果報告本文の電子デ ー タ登録を実施した。デ ー タベ ー ス化に当たっては、

書籍の目次編集業務について、 ツ ー ルを活用した作業の効率化により作業時間の短

縮を図った。「鉄道15 0年史（第1巻～第5巻、 資料編）」の総目次数約3, 6 0 

0件を電子デ ー タとして速やかに登録し、 サー ビス提供を行った。

1. 3 国内外の鉄道及び鉄道技術の調査事業

公益目的支出計画：継1に基づく「世界の鉄道及び鉄道技術の調査·収集 ・公開

事業」として、 世界の主要な鉄道関係メディアから、 最新の鉄道及び鉄道技術情報

を調査 ・収集し、 希望者に電子メー ルで約4, 3 0 0件発信するとともに、 研友社

ウェブサイト及び機関誌に掲載した。

1. 4 鉄道技術等に関する調査研究の助成事業

公益目的支出計画：継2に基づく「鉄道技術等に関する調査研究の助成事業」と

して、 鉄道分野の優れた人材の育成を目的に、 鉄道及び鉄道技術の碁礎・先端的分

野の調査研究テ ー マを新たに募集し、有識者からなる調査運営委員会における審査・

選考を経て、 以下の9テ ー マに研究資金を助成した。

►人体通信技術による車両内通信システム実現に向けた研究調査

（電気通信大学 准教授村松大陸氏）



►地方都市における地域鉄道利用最適化に関する研究

（埼玉工業大学 教授 村山要司氏）

►複数の公共交通が連携した貨客混載の展開可能性

（高知大学 講師 坂本淳氏）

►インバウンドの視点からみた地方観光MaaSの可能性と地域格差

ー大分県内における観光地間の比較分析 一

（東京経済大学 教授 カレイラ松崎順子氏）

►鉄道緊急時の協力行動を促す啓発教材の開発と効果検証：大学生と鉄道会社の協働

（成城大学 准教授 山内香奈氏）

►鉄道の災害医療への活用に関する研究

（早稲田大学 顧問 名誉教授 梅津光生氏他1名）

►鉄道車両の乗り心地関連研究の動向調査と振動乗り心地向上に向けたバンドギ

ャップ活用に関する基礎検討

（名城大学 教授 富岡隆弘氏）

►新幹線および幹線鉄道の旅行時間信頼性価値の推計

（芝浦工業大学 教授 岩倉成志氏他1名）

►エクストリ ー ムユ ー ザ ー （多胎育児家庭）の移動課題に基づくインクルー シブ

鉄道サ ー ビスデザインの研究

（四日市大学 特任助教 松本彩月氏）

1. 5 労働者派遣事業

インド高速鉄道建設プロジェクトの一環として、 令和7年1月より開始したエン

クロ ー ズア ー ク溶接技術の研修事務業務は継続して令和7年4月1 0日まで行われ、

その間、 派遣職員2名による業務は、 研修運営の円滑な遂行に寄与した。

1. 6 調査・翻訳等の事業

(1)調査

国からの委託調査として、 海外の鉄道事故調査官向け研修支援業務を新規に受託

し、 アルゼンチンの鉄道事故調査官向け研修教材の作成に活用するため、 研修実施

ニ ー ズ、 鉄道システム、 事故及びインシデント発生状況、 関係法令、 鉄道技術碁準

等の調査及び比較分析を実施した。

事業者からの受託調査として、 鉄道貨物の代替輸送に関する調査、 無線式列車制



御システムの海外導入事例に関する調査を実施した。 また、 委託調査として、 碍子

汚損度計算用デー タの収集、 腐食量推定プログラム作成を受託した。

これらの調査に当たっては、 生成AI等を活用し、 海外文献の効率的な収集及び

情報の体系的な整理を行うとともに、 分析の高度化を図ることにより、 調査品質の

向上を図った。

(2)技術支援

業務委託により、 外国鉄道誌の目次翻訳及び研究者が執筆した論文などの外国語

校閲 、「Ascent」の英文原稿のネイティブチェック、「QR」に掲載する論文の英訳及

びネイティブチェックを実施した。

また、 翻訳及び校閲業務においては、 生成AI等を活用し、 用語の統一及び表現

の精度向上を図るとともに、 品質向上に取り組んだ。

役務契約により、 技術論文の英訳、 海外鉄道技術記事の抄訳、 アルゼンチン鉄道

向け教育教材などのスペイン語訳を実施した。

1. 7 プレゼンスを向上させる情報発信

機関誌「研友」を4回発行し、 内容の充実に努めた。 特に、 JR及び民営鉄道事

業者の人材育成や最新技術動向、 海外業務経験を含む多様な話題を展開することで、

情報発信及びプレゼンスの向上を図った。 また、 図書部職員による利用者への情報

提供を目的とした企画展を「鉄道調査所から鉄道技術研究所ヘ ー 写真・映像ととも

に 一 」及び「山陽新幹線 技術革新の5 0周年」をテ ー マに2回実施した。

2. 運営

一般財団法人として、 法令及び定款を遵守し、 評議員会や理事会をはじめとする

法人運営を適正かつ円滑に実施した。 新たな規程の整備、 コ ンプライアンスや情報

管理体制の強化、安全衛生の整備、業務態勢の見直し、経費節減、業務効率化など、

組織運営に関わる取り組みを推進し、 安心して働ける職場環境の整備と持続的な運

営体制の確立に努めた。



2. 1 コンプライアンス

コ ンプライアンス推進規程に基づき、 コ ンプライアンス推進計画を定め、 継続的

改善、 規程整備、 研修の体系的実施及び業務遂行上の確認を重点実施項目として、

業務課題の把握と課題の抽出のため職員との コ ミュニケ ー ションの充実に取り組ん

だ。 また、 職員一人ひとりが心身ともに健康で働ける環境の実現を目指し、 コ ンプ

ライアンスに関する意識向上を図った。 コ ンプライアンスミーティングを職員全員

の参加で計4回実施し、 倫理意識の浸透と定着に努め、 風通しの良い職場づくりに

取り組んだ。 今後の経営基盤を支える組織規程、 業務管理規程等を新設した他、 国

の制度の見直しに伴う育児休暇規程、 介護休暇規程を改訂した。

2. 2 情報管理

情報管理規程に基づき、 研友社の情報を適切に管理した。 情報管理に関する監査

を実施し、 運用状況の確認と改善に取り組んだ。 情報管理規程解説及びマニュアル

を活用して、 業務内容を検証するとともに、 新たにクラウドストレ ー ジを設置しネ

ットワ ー クセキュリティ環境の整備を進めた。 また、 誤送信防止機能及び添付ファ

イルバスワ ー ド付加機能を導入し、 情報セキュリティ対策を強化した。

2. 3 安全衛生

安全衛生推進規程に基づき、令和7年度安全衛生推進計画を定め、安全衛生点検、

健康管理、 安全衛生教育を重点項目として取り組んだ。 安全衛生パトロ ー ル及びミ

ーティングを6回実施し、 現場での課題を確認した。 職員全員の参加により多角的

な視点での安全確認を行い、 課題の解決を図った。 災害時対応として、 防災訓練及

び安否確認訓練を実施したほか、 災害備蓄品の整備を行った。 熱中症対策として、

熱中症発生時の対応の体制及び重篤化防止の手順について、 職員に周知した。

2. 4 福利厚生

職員の健康維持及び働きやすい職場づくりを推進するため、 既存の福利厚生制度

の活用状況は年間利用者が数名程度にとどまっており、 プラン追加の可能性を含め

て職員のニー ズに対応した制度の導入の検討を進めた。



2. 5 要員

鉄道総研及び部外からの業務依頼や調査の受託に対応するため、 業務態勢を見直

した。 また、 年度途中での労働者派遣事業における受注業務の完了に伴い、 派遣職

員2名の契約を終えた。

令和7年度の期首及び期末における要員は、 以下のとおりである。

要員

職 名
令和7年度 令和7年度

期首 期末

常勤役員 2 2 

職 員 7 7 

嘱 託 ， 10 

派 遣 2 ゜

出向受入 2 2 

非常勤嘱託 2 2 

計 24 23 



令和7年度事業報告の附属明細書

令和7年度事業報告については事業報告に記載のとおりである。 一般社団法人及

び一般財団法人に関する法律施行規則第3 4条第3項に規定する「事業報告の内容

を補足する重要な事項」はない。




